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 フクシマガリレイ株式会社 

次の事項につきましては、法令および当社定款第14条の規定に基づき、インターネット上の当社ウ

ェブサイト（https://www.galilei.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様に提供しております。 



連結注記表 

 

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等） 

１. 連結の範囲に

関する事項 

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

   連結子会社の数 17社 

福島国際(香港)有限公司 

フクシマトレーディング株式会社 

北京二商福島機電有限公司 

フクシマガリレイシンガポール株式会社 

台湾福島国際股份有限公司 

福久島貿易(上海)有限公司 

タカハシガリレイ株式会社 

フクシマガリレイマレーシア株式会社 

ガリレイパネルクリエイト株式会社 

ショウケンガリレイ株式会社 

フクシマガリレイタイランド株式会社 

フクシマガリレイベトナム有限会社 

ガリレイ(タイランド)株式会社 

フクシマガリレイカンボジア株式会社 

フクシマガリレイミャンマー株式会社 

フクシマガリレイインドネシア株式会社 

フクシマガリレイフィリピン株式会社 

 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

   非連結子会社の数 1社 

フードサービスエンジニアリング株式会社 

 (連結の範囲から除いた理由) 

 非連結子会社は、小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益 

剰余金等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないので、連結 

の範囲から除いております。 

２. 持分法の適用

に関する事項 

(1)持分法を適用した主要な非連結子会社の名称等 

  該当事項はありません。 

(2)持分法を適用した関連会社数 

  該当事項はありません。 

(3)持分法を適用していない主要な非連結子会社及び関連会社の名称等 

  フードサービスエンジニアリング株式会社 

 (持分法を適用しない理由) 

   持分法を適用していない非連結子会社又は関連会社は、当期純損益及び 

利益剰余金等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲

から除外しております。 

３. 連結子会社の

事業年度等に関

する事項 

連結子会社の決算日について、タカハシガリレイ株式会社、ガリレイパネル

クリエイト株式会社及びフクシマガリレイミャンマー株式会社は３月31日、シ

ョウケンガリレイ株式会社は２月28日であり、他の13社は12月31日でありま

す。 

連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算

日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

４. 会計方針に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

 ① 有価証券 

    その他有価証券 

    市場価格のない株式等以外のもの 

      時価法 

       （評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平

均法により算定） 
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    市場価格のない株式等 

      主として移動平均法による原価法 

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引

法第２条第２項により有価証券とみなされるもの） 

組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算

書を基礎とし、持分相当額で取り込む方法によっております。 

  ② 棚卸資産 

①製品、原材料 

     …総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定) 

②仕 掛 品 

製品仕掛品 

     …総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定) 

仕掛工事 

     …個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定) 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 ①有形固定資産(リース資産を除く) 

  当社及び国内連結子会社 

定率法を採用しております。 

  在外連結子会社 

定額法を採用しております。 

ただし、当社及び国内連結子会社の1998年４月１日以降に取得した建物

(建物附属設備は除く)並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備

及び構築物については、定額法を採用しております。 

    なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

    建物及び構築物   12～50年 

    機械装置及び運搬具   ７年 

また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額

まで償却が終了した連結会計年度の翌連結会計年度から５年間で均等償却

する方法によっております。 

②リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額ゼロとする定額法によっておりま

す。 

 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。 

  ② 賞与引当金 

従業員の賞与に充当するため、支給見込額基準(過去の支給額を基礎に業

績を加味して算定する方法)により計上しております。 

  ③ 製品保証引当金 

製品及び請負工事の契約保証期間内の補償に備えるため、過年度の実績を

基礎に将来の補償見込額を加味して計上しております。 

  ④ 工事損失引当金 

将来の工事損失の発生に備えるため、期末現在の損失見込額を計上してお

ります。 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給見積額を

計上しております。 

 (4) 退職給付に係る会計処理の方法 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの

期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（７年）による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、その発生の翌連結会計年度に一括して費用処理する

こととしております。 

 (5) 重要な収益及び費用の計上基準 

         当社グループは、以下の５つのステップアプローチを適用することによ

り、収益を認識しております。 

         ステップ１：顧客との契約を識別する 
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ステップ２：契約における履行義務を識別する 

ステップ３：取引価格を算定する 

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する 

ステップ５：履行義務を充足した時点（又は充足するにつれて）収益

を認識する 

商品及び製品の販売 

冷凍冷蔵庫販売及び医療・理化学製品販売並びに冷凍冷蔵ショーケース

販売においては、主に業務用冷凍冷蔵庫やメディカルフリーザー、冷凍冷

蔵ショーケースの製造及び販売並びに据付工事を行っています。このよう

な商品及び製品の販売については、①据付工事を伴わない場合、受渡時点

において顧客が当該財に対する支配を獲得し、当社の履行義務が充足され

ると判断し、一時点で収益認識しております。②据付工事を伴う場合、そ

の工期が短いため、適用指針第95項に定めている収益認識の代替的な取扱

いを適用し、工事が完成し顧客に引渡しを行った時点で収益を認識してい

ます。 

      工事契約 

大型食品加工機器販売及び大型・小型パネル冷蔵設備の引渡し及びそれ

の据付工事を履行義務としております。契約期間にわたる工事の進捗に応

じて充足されるため、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識し

ています。進捗度の測定は、各報告期間の期末日における見積総原価に対

する実際原価の割合（インプット法）で行っております。 

サービス事業 

サービス販売においては主に当社の冷凍冷蔵庫や冷凍冷蔵ショーケー

スの修理を履行義務としております。顧客がサービスを受けた時点で便益

を享受することから、一時点（サービス提供時点）で収益を認識しており

ます。 

 (6) 重要な外貨建ての資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建て金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債

並びに収益及び費用は決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めており

ます。 

 

（会計方針の変更） 

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用） 

 「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時

価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第

27-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来に

わたって適用することといたしました。これによる、連結計算書類への影響はありません。 

 

（収益認識に関する注記） 

１.顧客との契約から生じる収益を分解した情報  

販売区分 販売高(百万円) 

冷凍冷蔵庫 25,523  

医療・理化学製品 1,325  

冷凍冷蔵ショーケース 38,218  

大型食品加工機械 7,987  

大型パネル冷蔵設備 14,378  

小型パネル冷蔵設備 6,633  

サービス 10,929  

合計 104,996  
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２.顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 重要な収益及び費用の計上基準」に

記載のとおりです。 

 

３.顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結

会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額

及び時期に関する情報 

 ⑴契約資産及び契約負債の残高等 

 当連結会計年度 

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 

契約資産（期首残高） 

契約資産（期末残高） 

契約負債（期首残高） 

契約負債（期末残高） 

20,546 百万円 

24,354 百万円 

2,142 百万円 

679 百万円 

1,555 百万円 

1,499 百万円 

契約資産は、主に大型食品加工機器販売及びパネル冷蔵設備販売に係る顧客との工事契約について期末

日時点で履行義務を充足したものの、未請求の工事進行により履行義務が充足されたものに係る対価に対

する当社及び連結子会社の権利に関するものであります。契約資産は対価に対する当社及び連結子会社の

権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。当該工事契約に関する対

価は、契約内容に従い又は工事が完成し引渡しを行った時点で請求し、その翌月に受領しています。 

  契約負債は、主に一定期間にわたり収益認識する工事契約について、契約内容に基づき顧客から受けた

前受金に関するものであります。契約負債は収益の認識に伴い取り崩されます。 

  当連結会計年度において、契約資産が 1,463 百万円減少した主な要因は大型パネル冷蔵設備販売による

ものであります。また、当連結会計年度において、契約負債が 55 百万円減少した主な要因は大型食品加 

工機器販売によるものであります。 

 過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益（主に、取

引価格の変動）は 190 百万円であります。 

 

⑵残存履行義務に配分した取引価格 

  当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、

当初に予想される契約期間が 1 年以内の契約について注記の対象に含めていません。当履行義務は、大型

食品加工機器販売及びパネル冷凍冷蔵設備販売の工事契約に関するものであり、残存履行義務に配分した

取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は以下のとおりであります。 

 当連結会計年度 

１年以内 

１年超 

574 百万円 

― 百万円 

合計 574 百万円 
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（会計上の見積りに関する注記） 

会計上の見積りは、連結計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて、合理的な金額を算出しており

ます。当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌連結会計

年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがある事項は以下のとおりです。 

 

大型食品加工機械販売における一定期間にわたる収益計上 

1.当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

連結子会社であるタカハシガリレイ株式会社の大型食品加工機械販売に係る売上高6,549百万円を計

上しております。これは連結売上高の6.2％を占めております。 

2.会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報 

大型食品加工機械販売に係る売上高は、顧客に提供する履行義務の充足に係る進捗度に基づいて収益

を認識しており、当該進捗度の見積り方法は見積総原価に対する実際原価の割合（インプット法）で算

出しております。 

見積総原価は、受注時点で入手した見積書等の積算により作成した予算書に基づいております。また、

製造開始後の各決算期末においては、製造の状況及び発注実績を踏まえて、発注書等に基づき見積総原

価の見直しを行っております。 

なお、大型食品加工機械は顧客の仕様に合わせて制作し、半年以上の工期を要する案件も多い。この

ため、製造開始後に仕様変更が生じた場合や、資材の急激な高騰が生じた場合等においては、見積総原

価が変動し、翌連結会計年度以降の連結計算書類に影響を与える可能性があります。 

 

 （連結貸借対照表に関する注記） 

  １.有形固定資産の減価償却累計額  16,607百万円 

２.担保資産及び担保付債務 

 (1) 担保に供している資産 

   該当事項はありません。 

 (2) 担保付債務 

   該当事項はありません。 

３．受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、それ

ぞれ以下のとおりであります。 

 当連結会計年度 

受取手形 2,988百万円 

売掛金 15,985百万円 

契約資産 679 百万円 

  ４．「流動負債 その他」のうち、契約負債の金額は、以下のとおりであります。 

 当連結会計年度 

契約負債 1,499百万円 

 

（連結株主資本等変動計算書に関する注記） 

１.当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数        22,066,160株 

２.配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

2022年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 1,242 62 2022年３月31日 2022年６月28日 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

2023 年 6 月 27 日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとお

り提案しております。 

①  配当金の総額   1,464 百万円 

②  1 株当たり配当額   73 円 00 銭 

③  基準日    2023 年 3 月 31 日 

④  効力発生日   2023 年 6 月 28 日 

   なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 
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（金融商品に関する注記） 

１. 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当企業集団は、主に冷凍冷蔵厨房設備の製造販売事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な

資金(主に銀行借入)を調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期

的な運転資金並びに通常の設備投資資金を銀行借入により調達しております。デリバティブ取引は、後

述するリスクを回避するために利用することとしており、投機的な取引は行わない方針であります。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

現金及び預金は、海外事業を展開していることから外貨建て預金を保有しているために為替の変動リ

スクに晒されております。営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リス

クに晒されております。また、海外事業を展開していることから生じる外貨建ての営業債権は、為替の

変動リスクに晒されております。投資有価証券は、主に長期保有を目的とした株式であり市場価格の変

動リスクに晒されております。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、その一部には、原材

料等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されております。ファイナンス・リー

ス取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算

日後、最長で５年後であります。このうち一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されてお

ります。 

２. 金融商品の時価等に関する事項 

2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。 

(単位:百万円) 

       連結貸借対照表計上額 時  価 差  額 

投資有価証券    

   その他有価証券 8,525 8,525 ― 

資産計 8,525 8,525 ― 

（注１）現金及び預金、 受取手形、売掛金及び契約資産、電子記録債権、支払手形及び買掛金について

は、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであること

から、記載を省略しております。 

（注２）市場価格のない株式等は、「投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 
(単位：百万円) 

区分 連結貸借対照表計上額 

非連結子会社 15  

非上場株式 506  

（注３）連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資について

は記載を省略しております。当該出資の連結貸借対照表計上額は 70 百万円であります。 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。 

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した

時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 
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時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産 

(単位:百万円) 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

投資有価証券    
 

その他有価証券 
株式 

 
8,525 

 
― 

 
― 

 
8,525 

資産計 8,525 ― ― 8,525 

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

投資有価証券 

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時

価をレベル１に分類しております。 

 

（賃貸等不動産に関する注記） 

  該当事項はありません。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１株当たり純資産額 3,979円14銭 
 

１株当たり当期純利益 431円60銭 
 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

  該当事項はありません。 
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個別注記表 

 

 （重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１. 資産の評価基準及び評価

方法 

(1)有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

②その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

     時価法 

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定） 

   市場価格のない株式等 

     主として移動平均法による原価法 

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融

商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの） 

組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近

の決算書を基礎とし、持分相当額で取り込む方法によってお

ります。 

 (2)棚卸資産 

①製品、原材料 

     …総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定) 

②仕 掛 品 

製品仕掛品 

     …総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定) 

③貯蔵品 

…最終仕入原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定) 

２. 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産(リース資産を除く) 

  定率法を採用しております。 

 ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除

く)並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築

物については、定額法を採用しております。 

  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

    建物     12～50年 

    機械及び装置   ７年 

また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可

能限度額まで償却が終了した事業年度の翌事業年度から５年間で

均等償却する方法によっております。 

 (2) 無形固定資産(リース資産を除く) 

  定額法によっております。 

ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における

利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。 

 (3) 長期前払費用…定額法 

３. 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金…債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

 (2) 賞与引当金…従業員の賞与に充当するため支給見込額基準(過去

の支給実績を基礎に業績を加味して算定する方法)に基づき計上し

ております。 

 (3) 製品保証引当金…製品及び請負工事の契約保証期間内の補償に

備えるため過年度の実績を基礎に将来の補償見込額を加味して計

上しております。 

 (4) 退職給付引当金…従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき退職給付引

当金又は前払年金費用を計上しております。なお、当事業年度末に

おいては、前払年金費用を投資その他の資産に計上しております。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末

までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっ

ております。 

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 
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過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（７年）による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、その発生の翌事業年度に一括して費用処

理することとしております。 

 (5) 工事損失引当金…将来の工事損失の発生に備えるため、期末現在

の損失見込額を計上しております。 
 
４. 重要な収益及び費用の計

上基準 

当社は、以下の５つのステップアプローチを適用することに

より、収益を認識しております。 

ステップ１：顧客との契約を識別する 

ステップ２：契約における履行義務を識別する 

ステップ３：取引価格を算定する 

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する 

ステップ５：履行義務を充足した時点（又は充足するにつれて）

収益を認識する 

商品及び製品の販売 

冷凍冷蔵庫販売及び医療・理化学製品販売並びに冷凍冷蔵シ

ョーケース販売においては、主に業務用冷凍冷蔵庫やメディカ

ルフリーザー、冷凍冷蔵ショーケースの製造及び販売並びに据

付工事を行っています。このような商品及び製品の販売につい

ては、①据付工事を伴わない場合、受渡時点において顧客が当

該財に対する支配を獲得し、当社の履行義務が充足されると判

断し、一時点で収益認識しております。②据付工事を伴う場合、

その工期が短いため、適用指針第95項に定めている収益認識の

代替的な取扱いを適用し、工事が完成し顧客に引渡しを行った

時点で収益を認識しています。 

      工事契約 

大型食品加工機器販売及び大型・小型パネル冷蔵設備の引渡

し及びそれの据付工事を履行義務としております。契約期間に

わたる工事の進捗に応じて充足されるため、履行義務の充足に

係る進捗度に基づき収益を認識しています。進捗度の測定は、

各報告期間の期末日における見積総原価に対する実際原価の割

合（インプット法）で行っております。 

サービス事業 

サービス販売においては主に当社の冷凍冷蔵庫や冷凍冷蔵シ

ョーケースの修理を履行義務としております。顧客がサービス

を受けた時点で便益を享受することから、一時点（サービス提

供時点）で収益を認識しております。 

５. その他計算書類作成のた

めの重要な事項 

退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用

の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の

方法と異なっております。 

 

（会計方針の変更） 

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用） 

 「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時

価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-2

項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたっ

て適用することといたしました。これによる、計算書類への影響はありません。 
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（貸借対照表に関する注記） 

１. 有形固定資産の減価償却累計額   14,515百万円 

２. 担保に供している資産及び担保に係る債務 

  該当事項はありません。 

３. 保証債務 

  該当事項はありません。 

４. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

   短期金銭債権     1,731百万円 

   長期金銭債権      802百万円 

   短期金銭債務        506百万円 

   長期金銭債務       2百万円 

 

（損益計算書に関する注記） 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高  

売上高 1,504百万円 

仕入高 7,160百万円 

販売費及び一般管理費 65百万円 

 

営業取引以外の取引高 575百万円 
 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

自己株式に関する事項 

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

普通株式              2,003,002株 
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（税効果会計に関する注記） 

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 

   繰延税金資産 

未払事業税 116百万円 

賞与引当金 620百万円 

役員退職慰労引当金 385百万円 

製品保証引当金 132百万円 

貸倒引当金 352百万円 

買掛金 211百万円 

投資有価証券評価損 111百万円 

関係会社出資金評価損 339百万円 

工事原価 339百万円 

工事損失引当金 11百万円 

未収入金 24百万円 

貯蔵品 19百万円 

その他 110百万円 

  計 2,776百万円 

評価性引当額 △137百万円 

繰延税金資産計 2,638百万円 

  

    
繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 △1,908百万円 

圧縮記帳積立金 △159百万円 

前払年金費用          △70百万円 

資産除去債務に係る固定資産 △4百万円 

繰延税金負債計 △2,143百万円 

繰延税金資産の純額 495百万円 

  
 

 
２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因 

法定実効税率 31.0％ 
(調整)  
 交際費等一時差異ではない項目 △0.6％ 
 住民税均等割 1.0％ 
 法人税額の特別控除額 △1.3％ 
 評価性引当額 △0.1％ 
 その他 △0.5％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 29.5％ 
  

 

 

（関連当事者との取引に関する注記） 

子会社及び関連会社等 

属性 会社等の名称 
議決権等の所有

(被所有)割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額

(百万円) 
科目 

期末残高

(百万円) 

子会社 
北京二商福島 

機電有限公司 

所有 

直接78.32% 

当社部品の販売

製品の購入 

生産技術の提供 

役員の兼任 

利息の受取 

（注１） 
12 

短期貸付金 

（注２） 
923 

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等 

   1.貸付金の適用金利は、市場金利等を勘案し決定することにしております。 

2.短期貸付金に対し、当事業年度末時点で 911 百万円の貸倒引当金を計上しております。また、当

事業年度において 61 百万円の貸倒引当金繰入額を計上しております。 
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（１株当たり情報に関する注記） 

１株当たり純資産額 3,302円58銭 

１株当たり当期純利益 336円27銭 

（収益認識に関する注記） 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

重要な会計方針に係る事項に関する注記（重要な収益及び費用の計上基準）に記載のとおりです。 

（重要な後発事象に関する注記） 

該当事項はありません。 

以上 
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